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都市空間におけるゾーニング規制の効果

目次

1 はじめに

2 モデル

3 低所得階層への規制

4 高所得階層への規制

5 おわりに

1 はじめに

一一複数家計タイプのケース一一

フk
寸 4

-153-

友 次回＊

都市には様々な外部性が存在する。たとえば，工場は騒音，ばい煙などにより，周辺に悪影響を及

ぼすし，一方公園などの公共財は居住環境を向上させる。特に，都市に人口が集中すると人口密度が

高くなり，住民の聞に近隣外部性（neighborhoodexternality）を誘発させる。すなわち，騒音，不潔，

治安など居住環境が悪くなるのが一般的である。このような外部性は土地市場にも影響を与え，市場

にゆだねておくと失敗する。したがって，各国の政府は土地の利用を規制する様々な政策を採用して

しユる。

ゾーニング規制はその中の 1つの政策である。現在日本で採用されているゾーニング規制は建物の

用途や形態を規制する地域地区制である。この政策は土地利用の用途を規制する用途規制としての役

割と，建物の建ぺい率，容積率，形状などを規制する形態規制としての役割を同時に果たしている九

また，ゾーニング政策の 1っとして，最小宅地規模規制（minimumlot size zoning）が挙げられる。

これは自都市への人口の流入を防ぐために地方自治体が採用するケースが多く，社会全体的に見れば

望ましくないという主張もあるが，日本の場合この政策を採用してないため，ミニ開発を許し，土地

の価格を上昇させる要因になったともいわれる九

最小宅地規模規制の理論的な分析に関する文献としては， Sullivan(1984), Fujita (1989), Pasha 

(1996），佐々木（1999）が挙げられる。 Sullivan(1984）は人口密度の概念を用いて，最小宅地規模

規制を行うと人口密度の分布が社会的に最適な水準に近づくことを示している。 Fujita(1989）は，不

在地主の下での閉鎖都市モデルにおける最小宅地規模の規制が住民の効用水準の低下，地代の上昇の

原因となり，不在地主のみが良くなることを対数線形の効用関数を利用して議論している。また，佐々

木（1999）は不在地主の下での閉鎖都市モデルに住宅産業を導入して，一般形の効用関数の下でもゾー

* lee@en.kyushu-u.ac.jp 
1）金本（1997）。

2）前川（1996）。
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ニング規制の効果がFujita(1989）と同様であることを証明している。しかしながら，これらの文献は

都市内の住民がすべて同質的であるという仮定の下で議論されているが，現実は必ずしもそうではな

い。都市内の住民の間では様々な所得階層が存在しており，宅地に対する選好も異なるかもしれない

のである。

所得が異なる住民が都市内に一緒に居住するときの最小宅地規模規制の分析はPasha(1996）によっ

てなされている。 Pasha(1996）は都市内に 2つの所得階層が存在するとき，都市の外側に居住する高

所得階層の宅地規模を規制すると，低所得階層の効用水準が上昇し，地代は下がることを比較静学を

使って示している。しかしながら，佐々木（1999）にも指摘されているようにモデ、ルの中に外部性な

ど規制の動機が明確ではない。

したがって，本稿では 2つの所得階層が存在する不在地主の下での閉鎖都市において，人口密度が

高い低所得階層に混雑による外部性が生じるとき，最小宅地規模規制が都市に及ぽす影響を分析する。

また，規制の対象を低所得階層にした場合と高所得階層にした場合をそれぞれ分析し，比較する。

本稿の構成は次のようになっている。まず，次節では，基本モデルと諸仮定を設定し，規制がない

ときの市場均衡を検討する。第3節では，低所得階層に最小宅地規模規制を行った場合，両所得階層

と都市空間に与える影響を分析する。第4節では，高所得階層の宅地規模を規制したときの効果を検

討する。最後に第5節では，本稿で得られた結果をまとめ，今後の課題について述べることにする。

2 モデル

本稿では次のような都市を想定する。まず，都市は単一中心都市であり，その中心にCBDが存在す

る。 CBDは広がりを持たない点とし，立地点をOとする。土地は特徴のない平野で，都市内のあらゆ

る地点で同質的である。また，都心からの距離が増大するにつれて土地面積は増加するとする。都市

内の住民のすべての雇用機会はCBDに集中しており，住民が負担する交通費用は通勤費用のみであ

るo また，都市内のすべての土地は不在地主によって所有されており，都市間の人口移動がおこらな

い閉鎖都市モデルを想定する。

都市内には所得水準によって高所得階層と低所得階層の2つのタイプの住民が存在するとする。多

くの文献で検討されているように，一般的に低所得階層は都心部に立地する。なぜならば，その低所

得者は通勤費用を抑えるために，地代が高くなっても宅地面積を大幅に減らして自分の居住点を都心

部に近くするからである九このように，低所得階層は都心部で狭い宅地を持って生活しているために

人口密度が高く，相対的に広い面積を享有する高所得階層に比べて実際受ける近隣外部性（neighbor-

hood externality）の影響が大きいとみられる。また，低所得階層はパスや電鉄など公共交通手段を利

用するケースが多いので，人口密度の高さによる混雑外部性を受けている。本稿では，低所得階層に

発生する外部性を平均人口密度とみなし，その逆数である平均宅地規模を交通費用関数に導入する4）。

すなわち， Seを低所得階層の平均宅地規模，また γをCBDからの距離としたとき，低所得階層の交通

3）中村良平・田淵隆俊（1996）。
4）以下，低所得階層には添え字I，高所得階層には2をつける。
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費用関数を次のように仮定する。

コ中 Err、 コ7'
Ti(γ）＝Ti(se, r), __1_く0 __1_>0 __!_=0 。Se ’or ’oseor

平均宅地規模Seの増加はその分人口密度が下がることを意味するので，混雑による交通費用への負の

効果は減少する。また，交通費用は距離に対する増加関数であり，外部性Seの変化と距離に対する限

界費用とは無関係である。一方，高所得階層の場合は外部性が存在しないために Tz(γ）で表す。

で，両所得階層の交通費用関数の距離に対する限界費用は一致すると仮定する。すなわち，

0T1 _ 0T2 
8γBγ 

各住民は私的消費財zと宅地規模sから効用を得るとすると，効用uは

Ui = Ui(Zi, s;), i = 1, 2 

、？？？

＇－－」ー

(1) 

で表すことができる。私的消費財zはニュメレール財で，価格を 1とする。また，各住民は自分の労

働を提供し，所得釣（i=l,2）を得るとする。所得uは外生的変数で，所与とする。したがって，地点、

γにおける住民の予算制約は

Yi-T1(se，γ）＝z1十R1（γ）s1, (2) 

Y2-Tz(γ）＝z2+ R2（ァ）s2 (3) 

のようになる。各住民はそれぞれの予算制約の下で，自分の効用を最大にするような立地点、 γと私的

消費財ム宅地規模sを決定する。まず，市場均衡を調べるために付け値関数を導入する。両所得階

層の付け値関数を九世2とすると，

-Ti(s , r )-Zi(si, u1) 
仇（γ）＝ s1（γ） 

Y2-Tz(γ） -Zz( s2, u2) 
仇（ァ）＝ s2（ァ）

(4) 

(5) 

のように示すことができる。 Z;(i=l,2）は効用関数 Uiをzについて解いたものである。最大化問題の

一階条件はそれぞれ，

0Z1(S1, u1) -Y1 -T1(Se，γ）－ Z1(s1, u1) 
os1（ァ） - s1（γ） 

oZz( s2, u2) _ Y2 -Tz(γ） -Zz( s2, u2) 
osz(γ） - sz(γ） 

である。（6),(7）より，効用水準仙の下での付け値最大化宅地規模s；（けが求められる。

si(γ）＝s1(r, Se, Uふ（8)

sz(γ）ニs2(r,u2). (9) 

ここで，外部性を示す平均宅地規模Seと付け値関数仇（γ）および付け値最大化宅地規模s1（γ）との関

係を調べる。（4）の付け値関数に T1(Se，γ）に関する仮定と包絡線定理を使えば，

(6) 

(7) 

三皇位一二L0T1(se, r) '-,.(¥ 
OSe s1（γ） OSe .,, v ）

 
nu 
’EE
A
 

’’aa
‘、

のような関係が分かる。すなわち，人口密度の減少によって居住環境がよくなると，地代は上昇する。

一方，効用最大化問題より，宅地に対するマーシャル需要関数を
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s1（γ）＝si(仇（y1-T1(Se, Y ), U1), YI -T1(se, Y )) 

のように表すことができる。これより， Seとs1（けとの関係は確定できないことが分かる。したがって，

本稿では，

島hlくO
OSe 

UD 

と仮定する。これはある一定の効用水準の下で，宅地規模と居住環境とは代替関係であることを意味

する。

また，均衡では次のような条件を満たさなければならない。

f同 L（ァ） J一一五T

Jo S1( r, Se, U1) ur -.LV, 

(Tf L（ァ）
I dr=N2 lrm s2( Y, u2） よ

サi(y1-T1(se, rm), U1）＝仇（y2-T2(rm), U2), 

仇（y2-Tz(η）， U2)=Ra, 

Se＝ホ1TmS1(r,S釘 U1).
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ここで，所得階層 i(i=l, 2）の人口凡と土地の機会費用である農業地代Raは所与であるとする。し

たがって，外生変数釣， Y2,Ni, N2, Raの下で，未知変数は都市の境界 η，両所得階層の境界 rm,

住民の効用水準Ui,U2，また低所得階層の平均宅地規模らである。また， L（γ）は地点 γにおける土

地の規模を表している。（12),(13）は都市の人口制約条件であり，都市内のすべての土地は宅地として利

用されることを表す。ωは両所得階層の境界向では両側の地代が一致することを， ωは都市の境界
は，市場地代と農業地代が一致する地点 ηで決まることを表している。

以上のことを前提にして，本稿では都市内の低所得階層のみに外部性が存在するときに，政府によ

るゾーニング規制が都市空間及び住民の効用水準に与える影響を検討する九また，規制の対象を低所

得階層の居住地域にしたときと高所得階層の居住地域にしたときの2つのケースをそれぞれ分析す

る。規制の方法に関してはPasha(1996）と同様な方法を考えることにする6）。

3 低所得階層への規制

本節では，政府が低所得階層の居住地域にゾーニング規制を行う場合，都市全体に与える効果を検

討する。まず，低所得階層の宅地規模s1（けをそれより大きいSmで規制するとする。そうすると，低

所得階層の住民N1人全体の宅地規模はSmとなり，その平均もお＝smとなるo したがって，（2）の予算

制約は

Yi-T1(Sm，γ）＝z1十R1（γ・）sm (17) 

となり，高所得階層の予算制約は（3）と同様である。低所得階層は宅地規模を自分で選択できないため，

5）本稿でのゾーニング規制は最小宅地規模規制（minimumlot size zoning）を意味する。
6 ) Pasha (1996）は高所得階層全体を規制対象にしている。
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(4）の付け値関数は

_ Yi -T1(sm, r) Z1(sm, u1) 
サ1（γ）－ Sm (18) 

となり，自ら自分の効用を最大にするような行動がとれない。合理的な家計は私的消費財と宅地との

限界代替率がその価格比，すなわち地代に等しくなるように自分の行動を決定する。しかしながら，

政府によって強制的に Smを選べなければならないためにその条件は満たされない。したがって，（6）の

一階条件は満たされない。

az1(sm, u1) 
- asm く仇（ァ）， for 0玉γ三三rm・ 側

一方，高所得階層の付け値関数は（5）と変わらない。以上のことより，都市内の均衡条件をまとめると，

Jヰ弘＝N1, 側

{Tf L（γ） I dr=N2, (2D Jrm s2( r, u2) 

YI -T1(sm, rm)-Z1(sm, u1) 
s ＝サz(yz-Tz(γm), U2), 
万1

(22) 

ω 仇（yz-Tz(η）， Uz)=Ra 

となる。市場均衡では，（20)-(23）の条件式を同時に満たすように rm,Ui, U2, rfが定まる。また，均衡

では付け値と市場地代が一致することより， Ui,U2が均衡効用水準であれば市場地代R1（γ）， Rz(γ）は

R1（γ） 
Y1-T1(Sm，γ）－ Z1(sm, U1) 

Sm 
(24) 

_ yz-Tz(γ） -Zz( s2, u2) 
Rz(γ）－ (25) 

s2（ァ）

である。次に，ゾーニング規制が都市内に及ぽす影響を検討する。まず，均衡条件（20),(2Dを全微分す

ると，

生J_drm-1rm号以仇＝O,

設い－訣い－ぷ平支！drdu2ニ O
となる。また（23）より，

-1 aT2 , l az2 , " ,... 
豆広了3王－；－－arf一豆広了高；au£,=u

が得らる。これを仰）に代入すると，

[1,；弓lJ号改＋長号t-1号／i号Jdu2十長号tdrm=
が得られるo 一方，（22）より

1 az1 , . 1 az2 , . , 1 ar2 1 ar1 1 , 
一三戸高~au1十三巧了万戸2十 L豆巧了a:;:; －－；；：事；Jarm

－去［号＋f.!-+R1(rm）］仇＝0

倒

的）

(28) 
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となることが分かる。したがって，（26),(28), (29）を行列で表すと，

0 0 

0 広乎去2改
aT2 l aT1 I I _, 

τ~ ホd三 百了瓦す百万｜門2
L rm) I I drm 

ニ｜去（号＋号＋品（向））ldsm 

のようになる。したがって，次のような結果が得られる。

会ミ0,

会ニチ［長対去f±lrm号土砂］く0,

会サ［まf±1rm¥(1:f乎念ル＋長計・f/;／努）］＞o,
drf _ 0Z2 I 0T2 du2 , {¥ 
ゐm- ouz/ orfゐm/ V 

ここで， dは
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L(rm) 0Z11 (rf L（ァ） rJs L（η） 0Z2 ／コヂ7
と斗互ムー－I/ 一一一~dr十ど戸十・一一／~l>O
sゑ OU1 L 'rm Si OU2 s2（η） ouz/ orf J 

である。（扮より，政府が低所得階層の宅地規模を市場均衡以上に規制すれば，各所得階層の人口Ni,

Mが変化しないために既存都市空間における土地は低所得階層にもっと多く分配されることになる

ことが分かる。したがって，両所得階層の境界は外側に広がるのである。一方，高所得階層の場合は，

政府の規制によって自分に供給される土地規模が市場均衡より小さくなり，宅地規模を減らさなけれ

ばならない。しかしながら，規制規模が大きいときには，高所得階層の一部は既存の都市規模内で居

住できるように宅地規模を減らすよりも交通費用の負担を増加させることがあっても都市の境界の外

側に移住する。したがって，政府の規制は高所得階層の効用水準を下げる結果になり，また都市の規

模を拡大させる。（3U,(33）はこのことを意味している。

一方，低所得階層の効用水準の変化は明確ではない。政府が宅地規模を市場で決まる規模以上に規

制すると，各住民は自分の効用を最大にするような合理的行動が不可能になり，効用水準の決定に負

の効果を与える。また，政府の規制は地域内の人口密度を下げ，外部性による負の効果を改善させる。

したがって，これらの2つの効果の大小関係によって，低所得階層の効用水準が決まることになる。

図1はこの関係を表したものである。

まず，政府の規制がないときに，予算制約線ABの下での各住民の選択はG点で決まる。ここで，

政府が宅地規模を Smに規制すると，その点は消費可能領域を超えているために無差別曲線は下方にシ

プトする。一方，政府の規制は外部性を減らして，交通費用の減少をもらし，住民の可処分所得を増

加させる。すなわち，予算制約線を上方にシプトさせる。新しい予算制約線がCDであれば，直線CD

とSmとの交点Hを通過する無差別曲線は規制前の無差別曲線より下にあり，効用水準は下がることに
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図1 最小宅地規模規制による効用の変化

なる。一方，規制による所得効果が非常に大きく，新しい予算制約線がEFになると，点、Iを通過す

る無差別曲線は規制前のそれより上に位置する。すなわち，規制後の効用水準は増加する。したがっ

て，低所得階層の効用水準は，外部性の減少による所得効果と住民の効用最大化行動に対する制約と

いう負の効果によって定まることが分かる。

以上のことから次の命題が得られる。

命題1 2つの所得階層が存在する都市において低所得階層の宅地規模を規制すると，

(1）高所得階層の効用水準は減少する。

(2）低所得階層の効用水準の変化は確定できない。

(3）両所得階層の境界は外側に広がる。

(4）都市の規模は大きくなる。

次は，地代の変化を検討する。ゾーニング規制後の市場地代は帥，（25）で示されている。これを微分

すると，

-1 aZ 1「az 1 1 aT1 
dR1(r）＝て一τチdui--1~十九（γ） ldsm一一τ－ds

ふmOU1 Sm L dSm J Sm dSm 

-1 0Z2 
dR2(r）二三百万；＿du2

となる。また，（30)(33）の結果より，
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E必＝二11亙盈！＿_ _l_f _Q亙＋R1(r)l－よ旦ミ0, (34) 
dsm Sm OU1 dsm Sm L OSm j Sm OSm 

dRzCγ） -1 0Z2 du 些些LーでT:T一一一~＞O (35) 
dsm siァ） OU2 dsm 

が得られる0 (35）は高所得階層の地代は規制による効用水準の減少のみに影響を受け，増加することを

示しているo一方，低所得階層の地代は効用水準の変化が確定しないため，分からない。ただし，そ

の以外の結果が確認できるので，低所得階層の地代の変化を推測することはできる。まず，規制前の

市場均衡解をそれぞれR1(r),R2（ァ）， rm，η とし，規制後の均衡解を R'i（ァ）， R'i(ァ），〆m,r'fとす

る。規制前と後の地代曲線の傾きを比較すると，

l!i五tl= 1 0T1 ＞主出企一一1 0T1 (3fi) 
一三－；，；a:;- or 一石war:-

となり，規制前の地代の勾配が大きいのが分かる。図2，図3は規制による都市空間の変化を描いた

ものである。高所得階層の場合，効用水準が下がるために地代は上方に平行移動する。また，（36）と

R'1（向）＝R'i(向）の条件より，学L>Oのときの低所得階層の地代が図2のように表すことができる。
uδm  

すなわち， CBDから低所得階層の一定地点までは地代は下がり，その地点から都市の境界までのすべ

ての地域の地代は上昇する。一方 d包LζO場合には， CBDにおげる地代は R1(0）くR'i(O）となり，都
’dsm 

市全体の地代は上昇する。

以上の結果をまとめると，

Ra 

CBD γm  r1 

図2 低所得階層への規制と都市空間の変化（会＞Oのケース）
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図3 低所得階層への規制と都市空間の変化（去のケース）

補題1

ωま＞Oであれば，低所得階層の地代は， CBDから一定地点までは下がりペの以外の地域では
上がる。

ωまζOであれば，低所得階層の地代は上昇する。
(3）高所得階層の地代は U1の変化と関係なしに，常に上昇する。

4 高所得階層への規制

本節では，高所得階層の宅地規模を規制したときの効果を分析する。政府が宅地規模を Smで規制し

た場合，高所得階層の予算制約は次のようになる。

y2-Tlァ）＝z2+R（γ）sm・。7)

このとき，低所得階層の予算制約は（2）で与えられている。前節と同様にして，均衡での条件を求める

と，

1rm L（γ）ル－N1,
si(ァ， Se, U1) u -

Z号ヤ＝N2,
_ Y2-T2（～）－Zhm, U2) 仇（y1-Ti(se，γm), u1) 

Sm 

）

j

）
 

－nu日
明

白

H可
u

n

H

U

l

唱

E
i

q
d一

n

d

d

l

n

吐一

am官

（

（

（

 

ぬ－Tlη）－Zlsm,u2) -R, 
Sm 



-162 経済論究第 108 号

Se＝訂九1(r, Se, u1)dr ω 
でる0 (38), (39）はそれぞれ各所得階層の人口制約であり，仰は両所得階層の境界条件，また， ωは都市
の境界条件を表している。ωは規制後の市場均衡における低所得階層の平均宅地規模を示している。
ここで，高所得階層へのゾーニング規制による効果を分析するために，まず，（39）を微分する。

L( rm) 1 1 r 
drf＝午'f!!f-drm十－－－－＝－－rτ了てlL（γ）drdsm・

.L¥lf) ;)m .L¥lf/ .!rm 

また，仰）より，

d 一主也）＿~r ＋土rm-2§1_ぷ話 1
Se- A u m A Jo OU1 u. u, 1 

A=N1-1r志位
が得られる。上の 2つの式と（38),(39), (4Dを微分してまとめると，次のようになるo

一［1rm等L念依
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1「0Z2 l 
＝て一｜τチ＋R2(rm) J >O, 
0m LV.:J m 」

「1 1 a中 rrf 1 1 az~ ¥ 1 1=-lsrn可否すん L(r)dr十三メ万十Rlη）)JくO
である。この行列より，比較静学をおこなうと，

du1 1 -=-(BEJ-ICE) >O, 
dsm L1 

du2 1 
友＂－＇；；＝－z/IED+ CJD -!DH）ミ0,

drm 1 一一一二一（！GD-BDJ) > 0 
dsm LJ 
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のようになることが分かる。ここで， dは

Ll=BEF+CGD-BDH>O 

である。また，倒，側の結果を側，仰）を微分したところに代入すると，次のことが分かるo

drf _ L(rm) drm 1 1 ( 
一一午弘子千一一十一一一一lL（γ）dr>O, 側dsm L（η） dsm Sm L（η） Jrm ,, 

dse s1(rm) dr 1 em OS1 du 
一一一旦ピ!!!:L＿ 生十一l-drーよ＞O. (50) 
d包m A dsm A Jo OU1 dsm 

側，仰）は高所得階層の宅地規模を規制すると，その地域の土地の需要が高まることになる。このとき，

高所得階層はより高い地代を負担しながら都市の内側に移住するより外側の方に移住し，都市の境界

が広がる結果になることを意味する。また，両所得階層間の境界が都市の外側に広がると，低所得階

層への土地の供給が上昇する。これは低所得階層の居住地域の人口密度が下がることになり，平均宅

地規模が大きくなる。（50）はこのことを示している。これはまた，低所得階層の効用水準を上昇させる

要因になる。

一方，高所得階層の効用水準の変化は明確ではない。

命題2 2つの所得階層が存在する都市において高所得階層の宅地規模を規制すると，

(1）低所得階層の効用水準は上昇する。

(2）両所得階層の境界は外側に広がる。

(3）都市の規模は大きくなる。

(4）低所得階層の人口密度が減り，外部性が減少する。

次に，高所得階層への規制が両所得階層の地代に与える影響を調べる。まず，規制後の両所得階層

の地代は，

Ri(γ） Yi-TiCse，γ）－ Zi(si, u1) 
S1( r, Se, U1) 

_Y2 Tlγ）－Zz(sm, u2) 
Riγ）－ Sm 

である。この式を微分し，臼O，臼7),(50）を用いると，次の結果が得られる。
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dR1（γ） -1 a中 dse l 0Z1 du 
旦法＿｝＿＝可万五f瓦ーヨ万五万ミ0, (51) 

盈位＝－l盆血－上［盆＋R:制 lミ0
。伝m Sm OU2 Q台m Sm L OSm J 

(52) 

政府が規制をおこなうと，白日，（50）より，低所得階層の効用は増加し，外部性は減少する0 (50）から分

かるように，前者は地代に対する減少要因，後者は増加要因になる。したがって，これらの 2つの効

果の大小関係によって地代の変化が決まる。また，前節と同様に，規制前の市場均衡解をそれぞれ

R1（ァ）， Rz(γ）， Im，η とし，規制後の均衡解を R'1（ァ）， R'2(r），〆m,r'fとしたとき，地代曲線Rz(γ），

R'2（γ）の傾きを比較すると，

1E五tl=-1 0T2 ＞主＆乞2__-1 0T2 (S3) 
三両－ar or 一豆war

であり， R2（γ）の勾配が大きいことが分かる。効用水準の増加は地代曲線を下方に平行移動させる。ま

た，所得の増加は地代曲線の勾配を小さくする。すなわち，ある地点を軸にして，右上の方向に回転

させる。図4のR'1（けはこのことに基づいて描いたものである。一方， R'i(rm)=R'2(rm）とηく〆fの

関係より， R'2(R）を推測できる。図5は効用水準の増加による効果が所得効果を完全に上回るケース

を描いたものである。また，反対のときには，都市内のすべての地点で，地代が土昇することが分か

る。

以上より，次の補題が得られる。

補題2

(1）低所得階層の効用水準の上昇による効果と所得効果との差が距離の増加によって，正から負に変

わる場合， CDBから一定地点までの低所得階層の地代は下がり，その以外は上昇する。一方，高所

Ra 

CBD rm r1 

( dR1（ァ） ¥ 
図4 高所得階層への規制と都市空間の変化戸誌等Oのケースl

r' J 
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図5 高所得階層への規制と都市空間の変化円志ム＜Oのケース）

得階層の地代はすべての地点で上昇する。

(2）低所得階層の効用水準の上昇による効果がすべての地点で所得効果を上回ると，低所得階層の地

代はすべてに地点で減少し，両所得階層の境界から一定地点までの高所得階層の地代は減少する。

また，その以外の地点では地代が上昇する。

(3）低所得階層の効用水準の上昇による効果がすべての地点で所得効果を下回ると，所得階層と関係

なしに，都市内のすべての地点で地代は上昇する。

5 おわりに

都市内に存在する外部性は政府が積極的に市場に介入する動機を提供している。特に，土地は人々

が生活するに必要不可欠な財であるので，その市場をできるたけ効率的にするために政府の様々な役

割が必要とされる。ゾーニング規制もその 1つである。一般に，不在地主の下での閉鎖都市において，

ゾーニング規制は住民の効用を悪化させ，都市内の地代を上昇させる。その結果，住民の所得が地主

に移転され，地主のみが良くなると知られている。しかしながら，このことは都市内のすべての住民

が同質的であるという強い仮定の下で成立する。実際，都市内には，色々な住民が居住しており，そ

の所得水準も全員同じであるとはいえない。

本稿では，都市内に2つの所得階層が存在するとき，ゾーニング規制が住民と都市空間に与える影

響を分析している。この仮定の下での分析はPasha(1996）によってなされている。 Pasha(1996）は，

高所得階層が居住している都市の外側を規制すると，低所得階層の効用は良くなり，地代も下がるこ

とを示している。しかしながら，このモデ、ルでは外部性を扱っていないために，結果は明確に得られ

るが，政府が介入する動機がないという問題がある。実際，都市内に外部性があれば，政府の規制規
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制による効果がそれほど明確ではない。本稿の目的は，都市内に外部性が存在するときにPasha(1996) 

のような規制がどのような影響を都市に与えるかを分析することである。また，同時にPasha(1996) 

と異なって，低所得階層を規制した場合も検討している。

分析の結果をまとめると，まず，低所得階層を規制した場合高所得階層の効用水準は下がり，都市

の規模が大きくなる。また，低所得階層の効用水準と都市全体の地代は外部性の改善という正の効果

と政府の規制が住民の行動に与える負の効果との大小関係によって決定されることが分かる。次に，

高所得階層を規制した場合，低所得階層の効用水準は上昇し，都市規模が大きくなる。高所得階層の

効用水準及び地代は外部性の効果のために確定できないという結論が得られている。ただし，どのよ

うな政策を採用しても，低所得階層へ土地の供給が大きくなり，都市の境界が広がることがわかる。

本稿では，規制の対象を各所得階層全体にしているが，実際はその一部にするケースが多くみられ

る。また，ある都市内の規制が隣接する他都市に与える影響も考慮する必要がある。特に，規制対象

の都市が大都市である場合には，その周辺都市に与える影響は無視できないのであろう。最後に，こ

のようなゾーニング規制は地方政府によって行われるケースが多い。したがって，各地方政府による

規制が互いに相手の都市に影響を与えるときに，各政府間の競争問題も考えられる。これらの点に関

しては今後の課題とする。
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